
 
記入例 

  年  月  日 

 

 

 

 

青 森 市 長 様 

所 在 地                   
 

(フ リ ガ ナ) 

名 称 
 

(フ リ ガ ナ) 

代表者氏名                

 

法 人 市 民 税 減 免 申 請 書 
 

青森市市税条例第４６条の規定により、次のとおり申請します。 

 

法人番号（               ） 

 

備考 

 １ この申請書は、納期限までに法人市民税均等割申告書とともに提出してください。 

 ２ 減免を受けようとする事由を証明する書類を必ず添付してください。 

    

 

 

 

 

管 理 番 号 事 業 年 度 税 額 
減免を受けようと 

する税額 

申告書右上の９桁の管理

番号を記入願います 

 

令和 5 年 8 月 15 日 から 

令和 6 年 3 月 31 日 まで 
 

 

均等割 

   29,100 円  

 

均等割 

   29,100 円 

納 期 限 令和 6 年 4 月 30 日 

 

減免を受けようと 

する事由 

【公益社団法人及び公益財団法人の場合】 

  公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第４条の認定を受 

けた法人であり、収益事業を行なっていないため 

【認可地縁団体の場合】 

  地方自治法第２６０条の２第１項の認可を受けた地縁による団体であり、 

収益事業を行なっていないため 

【特定非営利活動法人の場合】 

特定非営利活動促進法第２条第２項に規定する法人であり、収益事業を 

行なっていないため 

 

この申請についての問い合わせ先 

電 話 番 号   017 （ 734 ） 1111 
 

担当者氏名   ○○ △△ 

 

添付書類 

☑定款・主務官庁の認可書その他(写) 

 ※前事業年度において減免されている場合は 

  省略可。 

☑事業概要書・事業報告書 

☑決算書類( ７ 月頃提出予定) 

□その他 (         ) 

 

受付印 

法人の事業年度に関わらず、

設立年月日～３月３１日にな

ります。 

申請の前年度中に新規で設立した法人 

「50,000円×月数÷12」で算出します。 

100 円未満の端数は切り捨てます。 

月数は暦に従って、一月に満たないとき

は一月とし、一月以上あり、かつ一月に

満たない端数を生じるときは切り捨て

ます。 

「税額」と「減免を受けようとする税額」

は、同じ金額を記入します。 

納期限は毎年４月３０日と

なりますが、土・日・祝日

等にあたる場合には翌日と

なります。 

１３桁の法人番号（マイナン

バー）を記入してください。 



 
記入例 

  年  月  日 

 

 

 

 

青 森 市 長 様 

所 在 地                   
 

(フ リ ガ ナ)    

名 称 
 

(フ リ ガ ナ) 

代表者氏名                印  

 

法 人 市 民 税 減 免 申 請 書 
 

青森市市税条例第４６条の規定により、次のとおり申請します。 

 

法人番号（               ） 

 

備考 

 １ この申請書は、納期限までに法人市民税均等割申告書とともに提出してください。 

 ２ 減免を受けようとする事由を証明する書類を必ず添付してください。 

    

 

 

 

 

管 理 番 号 事 業 年 度 税 額 
減免を受けようと 

する税額 

申告書右上の９桁の管理

番号を記入願います 

 

令和 5 年 4 月 1 日 から 

令和 6 年 3 月 31 日 まで 
 

 

均等割 

   50,000 円  

 

均等割 

   50,000 円 

納 期 限 令和 6 年 4 月 30 日 

 

減免を受けようと 

する事由 

【公益社団法人及び公益財団法人の場合】 

  公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第４条の認定を受 

けた法人であり、収益事業を行なっていないため 

【認可地縁団体の場合】 

  地方自治法第２６０条の２第１項の認可を受けた地縁による団体であり、 

収益事業を行なっていないため 

【特定非営利活動法人の場合】 

特定非営利活動促進法第２条第２項に規定する法人であり、収益事業を 

行なっていないため 

 

この申請についての問い合わせ先 

電 話 番 号   017 （ 734 ） 1111 
 

担当者氏名   ○○ △△ 

 

添付書類 

□定款・主務官庁の認可書その他(写) 

 ※前事業年度において減免されている場合は 

  省略可。 

☑事業概要書・事業報告書 

☑決算書類( ７ 月頃提出予定) 

□その他 (         ) 

 

受付印 

継続して存続している法人 

納期限は毎年４月３０日とな

りますが、土・日・祝日等に

あたる場合には翌日となりま

す。 

法人の事業年度に関わらず、

４月１日～３月３１日になり

ます。 

１３桁の法人番号（マイナン

バー）を記入してください。 


